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少し広がった煙突状のコンクリート造

りの塔を建設し、その上部にアンテナ

や基地局装置を収容するというもの。

①設備をすべて塔内部に収容できる

ため周囲を立ち入り禁止にしなくても

セキュリティを確保できる、②景観にマ

ッチしやすいことなどが利点としてあ

げられる。

特筆されるのは省電力効果を発揮

すること。塔内部が空洞であるため効

率的な自然冷却が可能で空調設備が

不要であること、基地局とアンテナが

近接しているため伝送ロスを最低限に

抑えられこととあわせて高い省電力性

を実現しているのだ。これらにより、従

来の鉄塔型基地局と比較して約40％

の消費エネルギーが軽減できる。

これに加え、現在スウェーデンでは

Tower Tubeに風車を取り付け、風力

発電で基地局に必要な電力をまかな

う実験が行われており、実際に基地局

ている。

加えて、この製品の導入により

OPEXの削減を可能にするファクターと

して省スペース化が図られていること

があげられる。

具体的には、現行の前世代主力機

種に比べ4分の1のサイズで2倍の通信

容量が実現されている。これにより、

置局が容易になると同時に賃貸料など

のロケーションコストの低減が見込まれ

るのだ。

また、省電力化も図られており、「既

存基地局と比較して4割以上消費電力

を削減できるケースがある」（エリクソン

北東アジア チーフ・テクノロジー・オフィ

サー（CTO）の藤岡雅宣氏）という。

省スペース化と省電力化、この2つ

のファクターにより通信事業者のOPEX

の削減を実現しているのだ。

省スペース化・省電力化は、コアネ

ットワーク向けの製品でも取り組まれ

ている。例えばTDMやATMなどの

既存ネットワークをイーサネットに統合

するマルチサービス・メトロエッジ

「OMS1410」は80Gbps（イーサネット）

のスイッチング容量を持つキャリアグレ

ードスイッチだが、サイズは2Uクラスで

消費電力もわずか150～250W（実効

値）に抑えられている。

風力で基地局の電力をまかなう
省電力化を実現するソリューション

の中で興味深いものに、欧州などで

展開が始まろうとしている「Tower

Tube」と呼ばれる基地局ソリューショ

ンがある。

基地局用の鉄塔代わりに、下部が

LTEやHSPA Evolutionなど、次世

代移動通信ネットワーク構築の動きが

本格化してきた。

数十Mbps、将来的には数百Mbps

の超高速データ通信を可能にするこれ

らの新インフラにはユビキタス社会を

実現する基盤としての期待も寄せられ

ている。

他方、新規加入者の伸び悩みや

ARPUの低下など通信事業者を取り

巻く事業環境は厳しさを増しており、次

世代インフラの構築に際してもいかに

して投資コスト（CAPEX:Cap i t a l

Expenditure）を抑えるかが大きな課

題となっている。

こうした中、通信機器大手のエリク

ソンが打ち出したのが、CAPEXのみ

ならず、O P E X（事業運用コス

ト:Operational Expenditure）の削減

を可能にする製品やサービスの提案、

これにより通信事業者の次世代インフ

ラ整備、運用の効率化に貢献しようと

いう取り組みである。具体的な動きを

探ってみた。

サイズ4分の1、容量は倍に
製品分野で通信事業者のOPEX削

減を実現する有力な手段となり得るも

のの1つとして次世代インフラ向けの主

力製品であるLTE対応基地局装置

RBS6000シリーズがあげられる。

この製品は同一ハードでW -

CDMA、HSPA及びその拡張版であ

るHSPA Evolution、そしてLTEなど

複数の規格に対応できるもので、中・

長期的なインフラ投資を大幅に削減で

きる点が大きなセールスポイントとなっ

製品とサービスでOPEX削減を提案

日本エリクソン

エリクソンが製品・サービス両分野でのOPEX（運用コスト）削減提案に力を入れて
いる。省スペース・省電力の機器、及びサービスの提供を通じて通信事業者の
OPEX削減を実現、次世代ネットワークの構築に貢献する。
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運用に必要な電力が風力で得られて

いるという。

サービス事業を通しての
OPEX削減

エリクソンのOPEX削減提案におい

て製品と並ぶもう1つの柱となるのが

「サービス事業」である。

エリクソンにおけるサービス事業と

は、通信インフラ向けのハードウェア/

ソフトウェア製品に関連するサービス業

務のこと。例えば基地局の設計や建設、

試験、保守、さらには運用の受託まで

その内容は多岐に亘る。

無線ネットワークの構築においては、

ネットワークのデザインから試験までを、

一貫したプロジェクトマネジメント機能を

通じて実行する「フルターンキーサー

ビス」も提供している。

エリクソンは、日本ではこのサービス

事業を17年間にわたって展開、経験を

蓄積しており、現在1000人を超えるス

タッフが属する担当事業部門では、そ

の90％以上が日本人となっている。

サービス事業でのOPEX削減提案

の中で、エリクソンが特に力を入れて

いるものの1つに「スペアパーツマネジメ

ントサービス」がある。

一般に基地局などのインフラ関連の

スペアパーツは、通信事業者自身が購

入した上で使用するという形がとられ

ているが、このサービスでは、こうした

スペアパーツをエリクソンが他事業者を

含めた共通ストックとして準備し、リペ

アサービスを含めた形で期間に応じた

条件で提供するものである。

スペアパーツマネジメントサービスを

利用することで通信事業者はスペアパ

ーツの陳腐化リスクを回避できる上、

運用コストの削減も実現できる。

また、サービス分野でのOPEX削減

提案では、エリクソンは「オペレーショ

ンサービス」も提供している。

通信事業者が自ら手がけている業

務の一部をエリクソンが引き受けるも

ので、通信事業者にとっては業務の

軽減とともにコスト削減効果が期待で

きる。

この分野で、エリクソンが今強い期

待をかけるのが今年新たに提供を開

始した「端末検証サービス」である。通

信事業者が新端末の投入に際して実

施している端末検証作業にエリクソン

がサービスを提供しようというものだ。

端末検証では機種毎に機能やネット

ワークへの影響など多くの項目の試験

が必要で、通信事業者にとっては大き

な負担となっている。

このサービスは、エリクソンが既に世

界市場で展開している端末検証の技

術やノウハウを活用することで、この作

業を効率化し、通信事業者の負担軽

減とコスト削減の双方を実現しようとす

るものである。

では、こうしたオペレーションサービ

スを導入することで、実際に通信事業

者はどの程度コスト削減が可能になる

のだろうか。

具体的な条件は個々のケースに拠

るが、サービス事業本部事業本部長代

理の重松卓郎氏は「過去の経験からお

客様は、品質の維持向上を前提として、

自社で手がける場合に比べ15～20％

以上の削減効果が得られる場合に、

初めて真剣に検討に入られるケースが

多く、提案はこれを1つの基準としてい

る」という。

次世代ネットワーク時代への移行に

ともない、通信事業者のビジネスの姿

も大きく変化しつつあるようだ。
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tLTEに対応する基地局ソリューションRBS6000シリーズ
現行製品はW-CDMAからHSPA Evolutionにまでソフトウェ
アアップグレードで対応

sユニークな外観をもつTower Tube基地局
中央のプロペラは風力発電用

▲省スペース、省電力を実現した
マルチサービス・メトロエッジ「OMS1410」

OPEXを削減するエリクソンの製品群


